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条例第条例第条例第条例第１２１２１２１２号号号号        

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２３年４月２７日 

                            大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  地方税法の一部を改正する法律等の公布に伴い、所要の改正を行うものです。 

２ 改正の内容 【個人住民税】 

  （１） 雑損控除の特例 

      住宅や家財等に係る損失の雑損控除について、平成２３年度住民税での適用を可能と 

します。 

  （２） 住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例 

 住宅借入金等特別税額控除の適用を受けていた住宅が東日本大震災により居住の用

に供することができなくなった場合においても、控除対象期間の残りの期間について、

引き続き住宅借入金等特別税額控除を適用することができることとします。 

３ 施行期日 

  公布の日（平成２３年４月２７日）、平成２４年１月１日 

 

◇大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  一般地方独立行政法人等職員としての在職期間を本市の退職手当の算定に係る在職期間に通算 

する規定等を整備するものです。 

２ 改正の内容 

 （１） 退職手当の算定に係る在職期間について、一般地方独立行政法人等職員から引き続き 

職員となった場合における一般地方独立行政法人等職員の期間を職員としての在職期間 

に通算する。 

（２） 職員が退職した後に引き続き一般地方独立行政法人等職員となった場合における退職

手当の不支給を規定する。 

３ 施行期日 

  平成２３年７月１日 

 

◇特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

職員が起こした不祥事を厳粛に受け止め、管理監督責任を問う形で市長及び副市長に支給する

給料の減額を行うものです。 

２ 改正の内容  

市長及び副市長の７月分の給料月額について、財政上の臨時的削減措置△１００分の２０に、

１００分の１０を上乗せして減額します。 

３ 施行期日  

平成２３年７月１日 

 

公布された条例のあらまし 

条条条条    例例例例    
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附則第１８条の１４の次に次の２条を加える。 

（東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） 

第１８条の１５ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４２条第３項に規定する特例損失金 

（以下この条において「特例損失金額」という。）については、平成２２年において生じた法第３

１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用することができる。

この場合において、第１９条の規定により控除された金額に係る当該特例損失金額は、その者の平

成２４年度以後の年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、平成２３年において生

じなかったものとみなす。 

２ 前項の規定の適用を受けた所得割の納税義務者の同項の規定により適用される第１９条の規定に

より控除された金額に係る特例損失金額が平成２４年以後の各年において生じたものである場合

における前項の規定の適用については、同項中「平成２３年」とあるのは、「当該特例損失金額が

生じた年」とする。 

３ 第１項前段の場合において、第１９条の規定により控除された金額に係る特例損失金額のうちに、

同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の６第１項に規定する親族の有する法

附則第４２条第３項に規定する資産について受けた損失の金額（以下この条において「親族資産損

失額」という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の平成２４年度以後の年度分の

市民税に係るこの条例の規定の適用については、平成２３年において生じなかったものとみなす。 

４ 第１項の規定の適用を受けた所得割の納税義務者の同項の規定により適用される第１９条の規定

により控除された金額に係る親族資産損失額が平成２４年以後の各年において生じたものである

場合における前項の規定の適用については、同項中「平成２３年」とあるのは、「当該親族資産損

失額が生じた年」とする。 

５ 第１項の規定は、平成２３年度分の第２７条第１項又は第３項の規定による申告書（その提出期

限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出さ

れた第２８条第１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載があ

る場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認める場

合を含む。）に限り、適用する。 

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例） 

第１８条の１６ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１３条第１項の規定の適用を受けた

場合における附則第７条の３及び附則第７条の３の２の規定の適用については、附則第７条の３第

１項中「租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１３条第１項の規定によ

り読み替えて適用される租税特別措置法第４１条又は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第２項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条の４第６項」と、附則第７条の３の２第１項中「租税特

別措置法第４１条又は第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定により読み替えて適用される租税特別措置法第

４１条又は同項の規定により適用される租税特別措置法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の

４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条第２項の規定により読み替えて適用される法附則第５

条の４の２第５項」と、同条第２項第２号中「租税特別措置法第４１条の２の２」とあるのは「東

日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定により

適用される租税特別措置法第４１条の２の２」とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第１８条の１４の次に２条を加える改正規定（附

則第１８条の１６に係る部分に限る。）は、平成２４年１月１日から施行する。 
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条例第条例第条例第条例第１４１４１４１４号号号号    

 大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２３年６月２４日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第５条の２第２項中「地方公務員等として退職」を「地方公務員等若しくは同項第４号に規定する

特定一般地方独立行政法人等職員として退職」に、「第８条第６項」を「第８条第７項」に、「職員又

は」を「職員、」に、「地方公務員等となった」を「地方公務員等又は同項第４号に規定する特定一般

地方独立行政法人等職員となった」に改め、同項第３号中「前２号」を「前各号」に改め、同号を同

項第１９号とし、同項第２号の次に次の１６号を加える。 

（３） 第８条第５項第１号に規定する再び職員となった者の同号に規定する職員以外の地方公務

員等としての引き続いた在職期間 

（４） 第８条第５項第２号に規定する場合における先の職員以外の地方公務員としての引き続い

た在職期間、特定一般地方独立行政法人職員又は特定地方公社職員としての引き続いた在職期間

及び後の職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間 

（５） 第８条第５項第３号に規定する場合における先の職員以外の地方公務員等としての引き続

いた在職期間、特定公庫等職員としての引き続いた在職期間及び後の職員以外の地方公務員等と

しての引き続いた在職期間 

（６） 第８条第５項第４号に規定する場合における特定一般地方独立行政法人等職員としての引

き続いた在職期間及び職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間 

（７） 第８条第５項第５号に規定する場合における特定公庫等職員としての引き続いた在職期間

及び国家公務員としての引き続いた在職期間 

（８） 第８条第５項第６号に規定する再び職員となった者の同号に規定する特定一般地方独立行

政法人等職員としての引き続いた在職期間及び職員以外の地方公務員としての引き続いた在職

期間 

（９） 第８条第５項第７号に規定する再び職員となった者の同号に規定する特定公庫等職員とし

ての引き続いた在職期間及び国家公務員としての引き続いた在職期間 

（１０） 第８条第６項に規定する場合における先の職員以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間、特定一般地方独立行政法人職員としての引き続いた在職期間及び後の職員以外の地方公

務員としての引き続いた在職期間 

（１１） 第９条第１項に規定する再び職員となった者の同項に規定する特定一般地方独立行政法

人等職員としての引き続いた在職期間 

（１２） 第９条第２項に規定する場合における特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続

いた在職期間 

（１３） 第９条第３項第１号に規定する再び職員となった者の同号に規定する先の特定一般地方

独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間、職員以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間及び後の特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間 

（１４） 第９条第３項第２号に規定する再び職員となった者の同号に規定する先の特定公庫等職

員としての引き続いた在職期間、国家公務員としての引き続いた在職期間及び後の特定公庫等職

員としての引き続いた在職期間 

（１５） 第９条第３項第３号に規定する場合における職員以外の地方公務員としての引き続いた

在職期間及び特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間 

（１６） 第９条第３項第４号に規定する場合における国家公務員としての引き続いた在職期間及



平成２３年７月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７０号 

 6

び特定公庫等職員としての引き続いた在職期間 

（１７） 第９条第３項第５号に規定する場合における先の特定一般地方独立行政法人等職員とし

ての引き続いた在職期間、職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間及び後の特定一般

地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間 

（１８） 第９条第３項第６号に規定する場合における先の特定公庫等職員としての引き続いた在

職期間、国家公務員としての引き続いた在職期間及び後の特定公庫等職員としての引き続いた在

職期間 

 第７条の４第１項中「通勤による傷病による休職」の次に「及び職員を地方住宅供給公社法（昭和

４０年法律第１２４号）に規定する地方住宅供給公社、地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）

に規定する地方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に規

定する土地開発公社（以下「地方公社」という。）又は国家公務員退職手当法施行令（昭和２８年政

令第２１５号。以下「施行令」という。）第６条に規定する法人（退職手当（これに相当する給与を

含む。）に関する規程において、職員が地方公社又はその法人の業務に従事するために休職され、引

き続いて地方公社又はその法人に使用される者となった場合におけるその者の在職期間の計算につい

ては、地方公社又はその法人に使用される者としての在職期間はなかったものとすることと定めてい

るものに限る。以下「休職指定法人」という。）の業務に従事させるための休職」を加える。 

 第７条の４第２項中「又は第３号」を「から第１９号まで」に改める。 

第８条第５項を次のように改める。 

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員以外の地方公務員又は国家公務（国 

家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第２条に規定する者をいう。以下同じ。）（以

下「職員以外の地方公務員等」と総称する。）が引き続いて職員となったときにおけるその者の職

員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を含むものとする。この場合において、その者

の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間については、前各項の規定を準用して計算

するほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間

として計算するものとする。ただし、退職により、この条例の規定による退職手当に相当する給与

の支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎となった在職期間（当該給与の計算の基礎とな

るべき在職期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手当に関する規定又は特定地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立

行政法人をいう。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同法第４８条第２項又は第５１条第２項

に規定する基準をいう。以下同じ。）において明確に定められていない場合においては、当該給与

の額を退職の日におけるその者の給料月額で除して得た数に１２を乗じて得た数（１未満の端数を

生じたときは、その端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、その者の職員としての引き続いた

在職期間には含まないものとする。 

（１） 職員が第２０条第２項の規定により退職手当を支給されないで職員以外の地方公務員等と

なり、引き続いて職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて職員となった場合におい

ては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員以外の地方公務員等としての引き続

いた在職期間の終期までの期間 

（２） 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「地方公共団体等」という。）で、退

職手当に関する規定又は退職手当の支給の基準において、当該地方公共団体等以外の地方公共団

体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第５

５条に規定する一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）、地方公社若しくは公庫等（国家公

務員退職手当法第７条の２第１項に規定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立

行政法人等」という。）に使用される者（役員及び常時勤務に服することを要しない者を除く。

以下「一般地方独立行政法人等職員」という。）が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は

一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き続いて当該地方公共団
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体等の公務員となった場合に、当該地方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特定地方独立行

政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該地方公共団体等の公

務員としての勤続期間に通算することと定めているものの公務員（以下「特定地方公務員」とい

う。）が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人又

は地方公社で、退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項において同じ。）に関する規

程において、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任を

受けた者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引き続いて当

該一般地方独立行政法人又は地方公社に使用される者となった場合に、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立行政法人又は地方公社に使用さ

れる者としての勤続期間に通算することと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務に

服することを要しない者を除く。以下それぞれ「特定一般地方独立行政法人職員」又は「特定地

方公社職員」という。）となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人職員又は

特定地方公社職員として在職した後引き続いて再び特定地方公務員となるため退職し、かつ、引

き続き職員以外の地方公務員として在職した後更に引き続いて職員となった場合においては、先

の職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公務員と

しての引き続いた在職期間の終期までの期間 

（３） 特定地方公務員又は国家公務員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き

続いて公庫等で、退職手当に関する規程において、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等

職員が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職

手当を支給されないで、引き続いて当該公庫等に使用される者となった場合に、地方公務員又は

他の一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該公庫等に使用される者としての勤続

期間に通算することと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務に服することを要しな

い者を除く。以下「特定公庫等職員」という。）となるため退職し、かつ、引き続き特定公庫等

職員として在職した後引き続いて再び特定地方公務員又は国家公務員となるため退職し、かつ、

引き続き職員以外の地方公務員等として在職した後更に引き続いて職員となった場合において

は、先の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公

務員等としての引き続いた在職期間の終期までの期間 

（４） 特定一般地方独立行政法人職員、特定地方公社職員又は特定公庫等職員（以下「特定一般

地方独立行政法人等職員」という。）が、一般地方独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて特

定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員として在職した後引き続

いて職員となった場合においては、特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期

間の始期から職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期までの期間 

（５） 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて国家公務員となるため退職し、かつ、

引き続き国家公務員として在職した後引き続いて職員となった場合においては、特定公庫等職員

としての引き続いた在職期間の始期から国家公務員としての引き続いた在職期間の終期までの

期間 

（６） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、特定一般地方独立行政法人等職

員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職した後引き続

いて特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員として在職した後

引き続いて職員となった場合においては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員

以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期までの期間 

（７） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、特定公庫等職員となるため退職

し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続いて国家公務員となるため退職し、

かつ、引き続き国家公務員として在職した後引き続いて職員となった場合においては、先の職員

としての引き続いた在職期間の始期から国家公務員としての引き続いた在職期間の終期までの
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期間 

 第８条中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項

を加える。 

６ 移行型一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第５９条第２項に規定する移行型一般地方独

立行政法人をいう。以下同じ。）の成立の日の前日に特定地方公務員として在職し、同項の規定に

より引き続いて特定一般地方独立行政法人職員となった者に対する前項第２号の規定の適用につ

いては、同条第２項の規定により地方公務員としての身分を失ったことを任命権者の要請に応じ特

定一般地方独立行政法人職員となるため退職したこととみなす。 

 第９条を次のように改める。 

（一般地方独立行政法人等から復帰した職員等の在職期間の計算） 

第９条 職員のうち、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて特定一般地方独立

行政法人等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職し

た後引き続いて再び職員となった者の第８条第１項の規定による在職期間の計算については、先の

職員としての在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職員としての引

き続いた在職期間とみなす。 

２ 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて職員と

なるため退職し、かつ、引き続いて職員となった場合におけるその者の第８条第１項に規定する職

員としての引き続いた在職期間には、その者の特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続い

た在職期間を含むものとする。 

３ 前２項の場合における特定一般地方独立行政法人等職員としての在職期間については、第８条（第

５項及び第６項を除く。）の規定を準用して計算するほか、次の各号に掲げる期間を特定一般地方

独立行政法人等職員としての在職期間として計算するものとする。 

（１） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて特定一般地方独立行

政法人等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職し

た後引き続いて特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き特定地方公務員として在職し

た後引き続いて再び特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一

般地方独立行政法人等職員として在職した後引き続いて再び職員となった場合においては、先の

職員としての引き続いた在職期間の始期から後の特定一般地方独立行政法人等職員としての引

き続いた在職期間の終期までの期間 

（２） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて特定公庫等職員とな

るため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続いて国家公務員となるた

め退職し、かつ、引き続き国家公務員として在職した後引き続いて再び特定公庫等職員となるた

め退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続いて再び職員となった場合に

おいては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期から後の特定公庫等職員としての引き続

いた在職期間の終期までの期間 

（３） 特定地方公務員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて特定一般

地方独立行政法人等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員と

して在職した後引き続いて職員となった場合においては、職員以外の地方公務員としての引き続

いた在職期間の始期から特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間の終期

までの期間 

（４） 国家公務員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて特定公庫等職

員となるため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続いて職員となった

場合においては、国家公務員としての引き続いた在職期間の始期から特定公庫等職員としての引

き続いた在職期間の終期までの期間 

（５） 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて
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特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き特定地方公務員として在職した後引き続いて

再び特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政

法人等職員として在職した後更に引き続いて職員となるため退職し、かつ、引き続いて職員とな

った場合においては、先の特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間の始期

から後の特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間の終期までの期間 

（６） 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて国家公務員となるため退職し、かつ、

引き続き国家公務員として在職した後引き続いて再び特定公庫等職員となるため退職し、かつ、

引き続き特定公庫等職員として在職した後更に引き続いて職員となるため退職し、かつ、引き続

いて職員となった場合においては、先の特定公庫等職員としての引き続いた在職期間の始期から

後の特定公庫等職員としての引き続いた在職期間の終期までの期間 

４ 移行型一般地方独立行政法人の成立の日の前日に職員として在職する者が、地方独立行政法人法

第５９条第２項の規定により引き続いて当該移行型一般地方独立行政法人の職員となり、かつ、引

き続き当該移行型一般地方独立行政法人の職員として在職した後引き続いて職員となった場合に

おけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の当該移行型一般

地方独立行政法人の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、

その者が当該移行型一般地方独立行政法人を退職したことにより退職手当の支給を受けていると

きは、この限りでない。 

５ 第７条の４第１項に規定する休職指定法人に使用される者が、その身分を保有したまま引き続い

て職員となった場合におけるその者の第８条第１項の規定による在職期間の計算については、職員

としての在職期間は、なかったものとみなす。ただし、市長が規則で定める場合においては、この

限りでない。 

第２０条に次の２項を加える。 

３ 職員が第９条第１項の規定に該当する退職をし、かつ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等

職員となった場合又は同条第２項の規定に該当する職員が退職し、かつ、引き続いて特定一般地方

独立行政法人等職員となった場合においては、市長が規則で定める場合を除き、この条例の規定に

よる退職手当は、支給しない。 

４ 地方独立行政法人法第５９条第２項の規定により職員が移行型一般地方独立行政法人の職員とな

る場合には、その者に対しては、この条例の規定による退職手当は、支給しない。 

   附 則 

この条例は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第１５１５１５１５号号号号    

    特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２３年６月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

   特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例 

 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

 附則に次の１項を加える。 

７ 平成２３年７月１日から同月３１日までの間、特別職の常勤の職員の給料月額は、附則第３項の

規定にかかわらず、同項の規定により算出した額から別表に規定する給与月額に１００分の１０を

乗じて得た額を減じた額とする。ただし、第６条及び第６条の２第２項の規定を適用する場合にお

ける給料月額は、別表の額とする。 

   附 則 
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 この条例は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

 

 

規則第規則第規則第規則第１７１７１７１７号号号号    

一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年５月３１日 

                           大和高田市長 吉 田 誠 克   

一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

一般職の職員の給与に関する条例施行規則（昭和３２年規則第１１号）の一部を次のように改

正する。 

附則第４項中「平成２２年１２月」を「平成２３年６月」に改める。 

  附 則 

この規則は、平成２３年６月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第１８１８１８１８号号号号        

 大和高田市心身障害者医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年６月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市心身障害者医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市心身障害者医療費助成条例施行規則（平成８年規則第４９号）の一部を次のように改正

する。 

 様式第１号から様式第９号までを次のように改める。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

様式第２号（第４条関係） 

規規規規    則則則則    
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（裏） 

  
   

ご 使 用 上 の 注 意 事 項 
1.この証は、健康保険証を使って受診した際の医療に係る自己負担支払額に
ついて、助成を受けることができる証ですから大切に保持してください。 

2.奈良県内の医療機関等で受診されるときは、「健康保険証」にこの証を添
えて、保険医療機関（病院や診療所や調剤薬局）に必ず提示してください。 

3.奈良県内の保険医療機関で受診されるときは、一旦、保険の自己負担金を
支払ってください。診療月から約３ヵ月後に市役所にデータが届きますの
で、支払った医療費から一部負担金額を差し引いて自動償還払いします。
（市役所へ領収書の提出は不要です。年１回資格更新時に振込口座の登録
をしてください。） 

4.奈良県外の保険医療機関で受診されるときは、一旦保険の自己負担金を支
払い、医療費助成金交付請求書（市役所にあります）に領収書を添付して
申請してください。添付する領収書は、受診者名、受診年月日、保険点数、
保険適用金額、発行医療機関名、領収印の記載のあるものに限ります。 

5.住所、氏名、健康保険証に変更のあったときは、14日以内に市長に届け出
てください。 

6.高額療養費の対象となる診療分、コルセット装着の療養費払いの請求につ
いては、事前に問い合わせてください。 

7.次の場合は、この証を速やかに市長に返してください。 
 １．転出された場合 
 ２．有効期間が満了した場合 
 ３．保険の資格がなくなった場合 
 ４．その他受給要件に該当しなくなった場合 
8.この証を破ったり、汚したり、又は失ったりしたときは、再交付を受けて
ください。 

9.不正にこの証を使用した者は、刑法により詐欺罪として処分の対象となり
ます。 

 

 
 

 

（表） 

  
      

 心身障害者医療費受給資格証   

  

公 費 負 担 者 番 号 
   

受 給 者 番 号    

受

給
者
 

住 所 奈良県大和高田市 

氏 名   

生 年 月 日   

有 効 期 間 
年  月  日  から 

年  月  日  まで 

発 行 機 関 名及び

印 

 奈良県 

   大和高田市長 

交 付 年 月 日 年    月    日 

（注）奈良県外で受診する場合は、自己負担額を支払う際、領収書を受け取

って市役所窓口へ直接申請してください。 
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様式第３号（第４条関係） 

 

 

医療費受給資格証交付申請却下通知書 

 

第     号 

   年  月  日 

 

 

        様 

 

 

大和高田市長         印 

 

     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、 

下記の理由により却下しましたので通知します。 

 

記 

理由 

         

 

様式第４号（第５条関係） 

医療費助成金交付請求書 
 

年   月   日  
大和高田市長 殿 

 
（申請者） 住所 大和高田市         

                       氏名           印 
 
                       TEL 

※金        円 

 
 ただし、  年  月分 医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。 
なお、上記金額を登録の口座に振り込んでください。 

受給資格証 
受給者番号 

 
受給者氏名 

 

生年月日 T・S・H  年  月  日生 

加入医療保険 
名 称 

 加入医療保険記
号 番号 

記号     番号 

◎診療月ごとに申請してください。添付する領収書は受診者名・受診日・保険点数・金額・医療機関名・領収印のあるものに限ります。 

【医療等の状況】      年     月分 
決定
番号 

※ 

入
 
 
院
 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 

（ ～ ） 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

日 点 円 円 円 円 
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医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

合  計 
自己負担支払額 高額医療費 一部負担金 支給額  

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

※確認欄 保険の自己負担割合（１割・２割・３割） 高額療養費の有無（限度額      ） 

     係 決裁年月日 年  月  日 

      交付年月日 年  月  日 
台帳確認 年  月  日 

 
  ※欄は記入しないでください。 
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様式第７号（第８条の２関係） 

受給資格登録停止通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

        様 

 

  大和高田市長         印 

 

 

   年  月  日付けで受給資格証を交付した受給資格について、下記のとおり登録を停止する

ので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌月から起算して６０日以内に大和高
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田市長に対して異議申立てをすることができます。 

 

記 

 

受給者番号  受給者  

助成制度種別  

受給資格停止事由 

 

受給資格停止期間 

    年  月   日から 

上記事項が解消されるまで 

（注）本通知書受領後は、速やかに受給資格証を返却してください。 

 

 

様式第８号（第８条の２関係） 

受給資格登録停止解除通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

        様 

 

  大和高田市長         印 

 

 

   年  月  日第  号で資格停止した受給資格について、停止を解除しますので通知します。 

 

               記 

 

受給者番号 

 

受給者 

 

助成制度種別 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第１９１９１９１９号号号号 

 大和高田市乳幼児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年６月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市乳幼児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市乳幼児医療費助成条例施行規則（平成８年規則第４８号）の一部を次のように改正する。 

 様式第１号から様式第９号までを次のように改める。 
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様式第２号（第４条関係） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

                     （裏） 

  
   

ご 使 用 上 の 注 意 事 項 
1.この証は、健康保険証を使って受診した際の医療に係る自己負担支払額に
ついて、助成を受けることができる証ですから大切に保持してください。 

2.奈良県内の医療機関等で受診されるときは、「健康保険証」にこの証を添
えて、保険医療機関（病院や診療所や調剤薬局）に必ず提示してください。 

3.奈良県内の保険医療機関で受診されるときは、一旦、保険の自己負担金を
支払ってください。診療月から約３ヵ月後に市役所にデータが届きますの
で、支払った医療費から一部負担金額を差し引いて自動償還払いします。
（市役所へ領収書の提出は不要です。年１回資格更新時に振込口座の登録
をしてください。） 

4.奈良県外の保険医療機関で受診されるときは、一旦保険の自己負担金を支
払い、医療費助成金交付請求書（市役所にあります）に領収書を添付して
申請してください。添付する領収書は、受診者名、受診年月日、保険点数、
保険適用金額、発行医療機関名、領収印の記載のあるものに限ります。 

5.住所、氏名、健康保険証に変更のあったときは、14日以内に市長に届け出
てください。 

6.高額療養費の対象となる診療分、コルセット装着の療養費払いの請求につ
いては、事前に問い合わせてください。 

7.次の場合は、この証を速やかに市長に返してください。 
 １．転出された場合 
 ２．有効期間が満了した場合 
 ３．保険の資格がなくなった場合 
 ４．その他受給要件に該当しなくなった場合 
8.この証を破ったり、汚したり、又は失ったりしたときは、再交付を受けて
ください。 

9.不正にこの証を使用した者は、刑法により詐欺罪として処分の対象となり
ます。 

 

 

（表） 

  
      

 乳幼児医療費受給資格証   

  

公 費 負 担 者 番 号 
   

受 給 者 番 号    

受

給
者
 

住 所 奈良県大和高田市 

氏 名   

生 年 月 日   

有 効 期 間 
年  月  日  から 

年  月  日  まで 

発 行 機 関 名及び

印 

 奈良県 

   大和高田市長 

交 付 年 月 日 年    月    日 

（注）奈良県外で受診する場合は、自己負担額を支払う際、領収書を受け取

って市役所窓口へ直接申請してください。 
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様式第３号（第４条関係） 

医療費受給資格証交付申請却下通知書 

第     号 

   年  月  日 

        様 

大和高田市長         印 

     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、 

下記の理由により却下しましたので通知します。 

記 

理由 

         

様式第４号（第５条関係） 

医療費助成金交付請求書 
 

年   月   日  
大和高田市長 殿 

 
（申請者） 住所 大和高田市         

                       氏名           印 
 
                       TEL 

※金        円 

 
 ただし、  年  月分 医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。 
なお、上記金額を登録の口座に振り込んでください。 

受給資格証 
受給者番号 

 
受給者氏名 

 

生年月日 T・S・H  年  月  日生 

加入医療保険 
名 称 

 加入医療保険記
号 番号 

記号     番号 

◎診療月ごとに申請してください。添付する領収書は受診者名・受診日・保険点数・金額・医療機関名・領収印のあるものに限ります。 

【医療等の状況】      年     月分 
決定
番号 

※ 

入
 
 
院
 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 

（ ～ ） 点 円 円 円 円 

外
 
来
 
等
 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  
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日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

合  計 
自己負担支払額 高額医療費 一部負担金 支給額  

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

※確認欄 保険の自己負担割合（１割・２割・３割） 高額療養費の有無（限度額      ） 

     係 決裁年月日 年  月  日 

      交付年月日 年  月  日 
台帳確認 年  月  日 

 ※欄は記入しないでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２３年７月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７０号 

 21

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第７号（第７条の２関係） 

受給資格登録停止通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

  大和高田市長         印 

   年  月  日付けで受給資格証を交付した受給資格について、下記のとおり登録を停止する

ので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌月から起算して６０日以内に大和高

田市長に対して異議申立てをすることができます。 

記 

受給者番号  受給者  

助成制度種別  

受給資格停止事由  

受給資格停止期間 
    年  月   日から 

上記事項が解消されるまで 

（注）本通知書受領後は、速やかに受給資格証を返却してください。 

様式第８号（第７条の２関係） 

受給資格登録停止解除通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

  大和高田市長         印 

   年  月  日第  号で資格停止した受給資格について、停止を解除しますので通知します。 

記 

受給者番号 
 

受給者 
 

助成制度種別 
 

 

 



平成２３年７月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７０号 

 22

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則規則規則規則第第第第２０２０２０２０号号号号    

 大和高田市母子医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年６月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

   大和高田市母子医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市母子医療費助成条例施行規則（平成８年規則第５０号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「母子」を「ひとり親家庭等」に改める。 

 第１条中「母子」を「ひとり親家庭等」に改める。 

 第３条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、それぞれ当該各号に掲げる書 

類は、添付することを要しない。 

 （１） 申請者が大和高田市内に住所を有するとき 前項第１号に掲げる書類 

 （２） 条例第３条の２第１項各号に規定する者が大和高田市内に居住し、かつ、大和高田市民税

課税台帳により所得額を確認できるとき 前項第２号に掲げる書類 

 第４条及び第９条中「母子」を「ひとり親家庭等」に改める。 

 様式第１号から様式第９号までを次のように改める。 
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様式第２号（第４条関係） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

                 （裏） 

  
   

ご 使 用 上 の 注 意 事 項 
1.この証は、健康保険証を使って受診した際の医療に係る自己負担支払額に
ついて、助成を受けることができる証ですから大切に保持してください。 

2.奈良県内の医療機関等で受診されるときは、「健康保険証」にこの証を添
えて、保険医療機関（病院や診療所や調剤薬局）に必ず提示してください。 

3.奈良県内の保険医療機関で受診されるときは、一旦、保険の自己負担金を
支払ってください。診療月から約３ヵ月後に市役所にデータが届きますの
で、支払った医療費から一部負担金額を差し引いて自動償還払いします。
（市役所へ領収書の提出は不要です。年１回資格更新時に振込口座の登録
をしてください。） 

4.奈良県外の保険医療機関で受診されるときは、一旦保険の自己負担金を支
払い、医療費助成金交付請求書（市役所にあります）に領収書を添付して
申請してください。添付する領収書は、受診者名、受診年月日、保険点数、
保険適用金額、発行医療機関名、領収印の記載のあるものに限ります。 

5.住所、氏名、健康保険証に変更のあったときは、14日以内に市長に届け出
てください。 

6.高額療養費の対象となる診療分、コルセット装着の療養費払いの請求につ
いては、事前に問い合わせてください。 

7.次の場合は、この証を速やかに市長に返してください。 
 １．転出された場合 
 ２．有効期間が満了した場合 
 ３．保険の資格がなくなった場合 
 ４．その他受給要件に該当しなくなった場合 
8.この証を破ったり、汚したり、又は失ったりしたときは、再交付を受けて
ください。 

9.不正にこの証を使用した者は、刑法により詐欺罪として処分の対象となり
ます。 

 

 
 

（表） 

  
      

 ひとり親家庭等医療費受給資格証   

  

公 費 負 担 者 番 号 
   

受 給 者 番 号    

受

給
者
 

住 所 奈良県大和高田市 

氏 名   

生 年 月 日   

有 効 期 間 
年  月  日  から 

年  月  日  まで 

発 行 機 関 名及び

印 

 奈良県 

   大和高田市長 

交 付 年 月 日 年    月    日 

（注）奈良県外で受診する場合は、自己負担額を支払う際、領収書を受け取

って市役所窓口へ直接申請してください。 
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様式第３号（第４条関係） 

医療費受給資格証交付申請却下通知書 

第     号 

   年  月  日 

        様 

大和高田市長         印 

     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、 

下記の理由により却下しましたので通知します。 

記 

理由 

         

様式第４号（第５条関係） 

医療費助成金交付請求書 
 

年   月   日  
大和高田市長 殿 

 
（申請者） 住所 大和高田市         

                       氏名           印 
 
                       TEL 

※金        円 

 
 ただし、  年  月分 医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。 
なお、上記金額を登録の口座に振り込んでください。 

受給資格証 
受給者番号 

 
受給者氏名 

 

生年月日 T・S・H  年  月  日生 

加入医療保険 
名 称 

 加入医療保険 
記号 番号 

記号     番号 

◎診療月ごとに申請してください。添付する領収書は受診者名・受診日・保険点数・金額・医療機関名・領収印のあるものに限ります。 

【医療等の状況】      年     月分 
決定
番号 

※ 
入
 
 
院
 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 

（ ～ ） 点 円 円 円 円 

外
 
来
 
等
 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 



平成２３年７月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７０号 

 26

日 点 円 円 円 円 

合  計 
自己負担支払額 高額医療費 一部負担金 支給額  

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

※確認欄 保険の自己負担割合（１割・２割・３割） 高額療養費の有無（限度額      ） 

     係 決裁年月日 年  月  日 

      交付年月日 年  月  日 
台帳確認 年  月  日 

 
  ※欄は記入しないでください。 
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様式第７号（第８条の２関係） 

受給資格登録停止通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

  大和高田市長         印 

   年  月  日付けで受給資格証を交付した受給資格について、下記のとおり登録を停止する

ので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌月から起算して６０日以内に大和高

田市長に対して異議申立てをすることができます。 

記 

受給者番号  受給者  

助成制度種別  

受給資格停止事由 
 

受給資格停止期間 
    年  月   日から 

上記事項が解消されるまで 

（注）本通知書受領後は、速やかに受給資格証を返却してください。 

 

様式第８号（第８条の２関係） 

受給資格登録停止解除通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

  大和高田市長         印 

   年  月  日第  号で資格停止した受給資格について、停止を解除しますので通知します。 

記 

受給者番号 
 

受給者 
 

助成制度種別 
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附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、題名の改正規定、第１条の改正規定、第４条及び第

９条の改正規定並びに様式第１号から様式第９号までの改正規定（様式第２号及び様式第９号に係る

部分に限る。）は、平成２３年８月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第２１２１２１２１号号号号  

大和高田市職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年６月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市職員の退職手当に関する条例施行規則（平成２年規則第１３号）の一部を次のように改

正する。 

 第５条中「又は第３号」を「から第１９号まで」に改める。 

   附 則 

この規則は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

 

 

告示第告示第告示第告示第６７６７６７６７号号号号    

 平成２３年度固定資産税・都市計画税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受ける

べき者の住所が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、税務課固定資産税務グループで保管し、送達を受けるべき者から交

付の申出があればいつでも交付します。 

  平成２３年６月３日 

告告告告    示示示示    
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１ 納税通知書の発送年月日 

  平成２３年４月８日 

２ この公示送達により変更する納期限 

  変更前 平成２３年５月２日 変更後 平成２３年８月１日 

３ 送達を受けるべき者   市役所前の掲示場に掲示済み。 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第告示第告示第告示第６８６８６８６８号号号号    

平成２３年６月１３日大和高田市議会定例会を本市議事堂に招集する。 

平成２３年６月６日 

 大和高田市長  吉 田 誠 克   

 

告示第告示第告示第告示第６９６９６９６９号号号号    

 屋外広告物法第８条の規定により、次のとおり違反広告物を保管しましたので告示します。 

平成２３年６月１４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

整理

番号 
名   称 種 類 数量 設置場所 除却日 保管開始日 保管場所 

１ 日本共産党 はり札 ４ 市内 ５／２４ ５／２４ 雲梯資材置場 

問い合わせ先  環境建設部 都市計画課   ＴＥＬ ０７４５－２２－１１０１ 

 

告示第告示第告示第告示第７０７０７０７０号号号号    

 平成２３年度軽自動車税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  平成２３年６月１５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．納税通知書の発送年月日   

平成２３年５月２日 

２．この公示送達により変更する納期限 

  変更前 平成２３年５月３１日  

変更後 平成２３年８月 1日 

３．送達を受けるべき者   市役所前の掲示場に掲示済み。 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第告示第告示第告示第７１７１７１７１号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 



平成２３年７月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７０号 

 30

  平成２３年６月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２３年６月３０日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２３年３月３日、同月７日、同月９日、同月２２日、同月２４日、同月２８日、同月２９日 

 

告示第告示第告示第告示第７２７２７２７２号号号号    

平成２３年６月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２３年６月２４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２３年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

平成２３年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

平成２３年度大和高田市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８６，６２２千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２３，４３６，６２２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  （地方債の補正） 

第２条 地方債は、「第２表 地方債補正」による。 
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告告告告示第示第示第示第７３７３７３７３号号号号 

 平成２３年度未納市税の催告書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が

不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定に

より、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２３年６月２７日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日   平成２３年６月１４日 

２ 送達を受けるべき者    市役所前の掲示場に掲示済み。 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した 

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第告示第告示第告示第７５７５７５７５号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 
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  平成２３年７月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため 

２．移動年月日 

平成２３年６月６日、同月９日、同月１３日、同月１５日、同月２１日、同月２３日、同月２９

日 

３．移動対象区域 

  近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

  移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時 

ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

公告第公告第公告第公告第５８５８５８５８号号号号    

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２３年６月３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第公告第公告第公告第５９５９５９５９号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 陵西小学校北館１階金属製建具改修工事 

２ 工事場所 大和高田市池田地内 

公公公公    告告告告    
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３ 工事期間 契約締結の日から平成２３年８月３１日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の建築工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２２・２３年度大和高田市格付け等級がＢであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２３年６月８日（水）から平成２３年６月１３日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

        大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２３年６月１４日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

 参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

 参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧等の期間   平成２３年６月８日（水）から平成２３年６月１３日（月） 

 まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間      午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

            大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２３年６月８日（水）から平成２３年６月１７日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後４時まで 

（３）送信先  大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

        ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年６月１７日（金）午後５時まで 

        回答は、質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
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の提出方

法 

（１）期限   平成２３年６月２１日（火）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

      大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

      大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１２ 入札保

証金 

 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年６月２２日（水）午前１０時００分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

 開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において最低の価格をもって入札を

行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥５，５７０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６０６０６０６０号号号号    

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２３年６月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第公告第公告第公告第６１６１６１６１号号号号    
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次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月１７日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 塙青少年会館空調設備取替工事 

２ 工事場所 大和高田市日之出町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２３年１２月２８日まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の電気工事若しくは管工事

（空調）に登録されている者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２３年６月１７日（金）から平成２３年６月２１日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２３年６月２２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間   平成２３年６月１７日（金）から平成２３年６月２１日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 
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９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年６月１７日（金）から平成２３年６月２４日（金）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後４まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年６月２４日（金）午後５時まで 

回答は、質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２３年６月２９日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１２ 入札保

証金 

免除します。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時    平成２３年６月３０日（木）午前１０時００分から 

（２）場所    大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、この公告に示した工事を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥３，９３０，０００円（税抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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 大和高田市職員採用規程（平成２１年訓令第６号）第６条の規定に基づき、平成２３年度大和高田
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市職員採用試験（医療職）の実施を次のとおり公告する。 

平成２３年６月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 職種、採用予定人員及び受験資格 

職種 採用予定人員 受験資格 

看護師 ３名 

（１） 昭和２７年４月２日以降に生まれた者で｢保健師助

産師看護師法｣による看護師免許を有するもの又は平成

２４年に免許取得見込みのもの 

（２） 大和高田市立病院で交代制勤務可能な者 

助産師 ２名 

（１） 昭和２７年４月２日以降に生まれた者で｢保健師助

産師看護師法｣による助産師免許を有するもの又は平成

２４年に免許取得見込みのもの 

（２） 大和高田市立病院で交代制勤務可能な者 

臨床検査技師 ３名 

  昭和５１年４月２日以降に生まれた者で「臨床検査技

師等に関する法律」による臨床検査技師免許を有するも

の又は平成２４年に免許取得見込みのもの 

薬剤師 １名 

  昭和５１年４月２日以降に生まれた者で「薬剤師法」

による薬剤師免許を有するもの又は平成２４年に免許取

得見込みのもの 

（１） 次のいずれかに該当する者は、受験できません。 

① 成年被後見人又は被保佐人 

② 禁錮
こ 

以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

③ 大和高田市において懲戒免職を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

④ 日本国憲法施行の日以降において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

⑤ 日本国籍を有しない者で、在留資格において就職等が制限されているもの 

２ 試験の日時･場所・試験の種類及び合格発表 

区分 試験内容 

日時 平成２３年７月１６日（土）午前９時から 

場所 大和高田市立看護専門学校 

試験の種類  小論文(６０分) 口述試験（面接） 

合格発表  試験後３週間程度（合否にかかわらず本人に通知します。）  

３ 受験手続 

 （１） 受付期間及び場所 

    受付期間：平成２３年７月１日（金）から平成２３年７月１３日（水）まで 

         （ただし、土曜日及び日曜日は除く。） 

受付時間：午前９時から午後５時まで（受験票を交付します。） 

    受付場所：大和高田市立病院 総務企画課 

（注） 郵送での受付はしませんので、必ず持参して下さい（代理可）。 

（２） 提出書類 ◎必須書類 ○免許取得者 △免許取得見込者 
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（注１） 写真は、３月以内に撮影した上半身の写真（縦４㎝ 横３㎝）で、うち１枚は履歴書

に貼付し、他１枚は受験票用に持参してください。 

（注２） 返信用封筒（定形封筒：２３．５ｃｍ×１２．０ｃｍ）１通に８０円切手を貼付し、

宛名を記入してください。 

（注３） 免許取得者は、最終学校の卒業証明書及び成績証明書は不要です。 

４ 合格から採用まで 

 （１） 最終合格者は、採用候補者名簿に登載され、大和高田市の職員として採用される資格を持

つことになります。 

（２） 採用候補者名簿の有効期間は、名簿確定の日から１年間です。最終合格者のうち、卒業見

込みの者が平成２４年３月末日までに卒業できなかった場合、又は免許を平成２４年に取得でき

なかった場合は、その時点で採用候補者名簿から抹消し採用を取り消します。 

 （３） 平成２４年４月１日時点で免許試験結果が未定の場合は、４月中を技術見習とします。 

５ 給与等について 

（１） 平成２３年７月１日現在の初任給月額（免許取得者に限る。）は、看護師２０３，９００

円、助産師２１５，７００円、臨床検査技師１８４，５００円、薬剤師（大学６卒）２０４，０

００円、薬剤師（大学卒）１９０，９００円です。 

（２） 初任給は、採用前の経歴などに応じて加算されることがあります。 

 （３） 一般職の職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当が支給されますが、一部手当につ

いては、当分の間、減額措置等がなされています。 

６ その他 

 （１） 提出書類に不備がある場合は、お返しすることがありますが、このために生じた申込の遅

延等には責任を負いませんので、受験手続には十分注意してください。 

（２） 提出書類の記載事項に虚偽が判明した場合には、合格を取り消すことがあります。 

（３） この試験に関する提出書類は、一切お返ししません。 

（４） インターネットでも採用試験に関する情報を提供しています。（ホームページアドレス

http://www.ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

（５） 採用時には健康診断書を提出してください。 

（６） 試験についての問い合わせ先 

    大和高田市立病院事務局総務企画課内｢大和高田市（市立病院）職員採用試験委員会事務

局｣ 

 

公告第公告第公告第公告第６３６３６３６３    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月２９日    

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 建築設備定期検査業務（市内３中学校・市内８小学校・市内８公立保育所）及び特

殊建築物定期調査業務（市内８公立保育所） 

   提出書類 

職種 

履歴書市

販Ａ４判 

写真 

２枚 

最終学校卒業

(見込)証明書 

最終学校成

績証明書 

免許証（写

し可） 

返信用

封筒 

看護師 ◎ ◎ △ △ ○ ◎ 

助産師 ◎ ◎ △ △ ○ ◎ 

臨床検査技師 ◎ ◎ △ △ ○ ◎ 

薬剤師 ◎ ◎ △ △ ○ ◎ 
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２ 業務場所 大和高田市 大中東町 他１８ 地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年１２月２８日（水）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計に登録されている

者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月４日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２３年７月５日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。 

（１）閲覧等の期間   平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月８日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

９ 前回の報

告書の閲覧 

前回の報告書の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の日     平成２３年７月８日（金） 

（２）閲覧の時間    午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時

までを除きます。また受付は３時３０分までとします。 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 教育委員会事務局教育総務課（本庁舎

南隣２階） 
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１０ 入札説

明書（仕様

書）につい

て の質疑

応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年７月８日（金）から平成２３年７月１１日（月）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年７月１２日（火）午後５時まで 

１１ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２３年７月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１２ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１３ 入札保

証金 

免除します。 

１４ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年７月１５日（金）午前１０時００分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１５ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなった者のした入札 

１６ 落札者

の決定 

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。 

１７ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１８ 最低制

限価格 

設定しません。 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６４６４６４６４号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）
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第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克     

 

１ 業務名 消防設備定期点検業務（市内８小学校） 

２ 業務場所 大和高田市 旭北町 他７ 地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２４年３月３０日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿、又は大和高田市建物管理等

に係る役務の提供競争入札参加資格者名簿（建物管理業務）に登録されている者

であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）次のいずれかの資格を有する者であること。 

  ア）「消防設備点検資格者の第１種」及び「第２種」の資格を有する者 

  イ）「消防設備点検資格者の第１種」、「第４類及び５類の消防設備士甲種又は

乙種」及び「消防設備士乙種第７類」の資格を有する者 

  ウ）「消防設備点検有資格者の第２種」、「第１類の消防設備士甲種又は乙種」

及び「消防設備士乙種第６類」の資格を有する者 

  エ）「第１類、第４類及び第５類の消防設備士甲種又は乙種」及び「第６類、

第７類の消防設備士乙種」の資格を有する者 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）入札参加資格要件 ５（３）に定める有資格者であることを証する写しを申

請書と同時に提出してください。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間   平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月４日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２３年７月５日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書
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及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。 

（１）閲覧等の期間   平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月８日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

９ 前回の報

告書の閲覧 

 前回の報告書の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の日    平成２３年７月７日（木） 

（２）閲覧の時間   午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時ま

でを除きます。また受付は３時３０分までとします。 

（３）閲覧等の場所  大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 教育委員会事務局教育総務課（本庁舎南 

隣２階） 

１０ 入札説

明書（仕様

書）につい

て の質疑

応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年７月８日（金）から平成２３年７月１１日（月）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年７月１２日（火）午後５時まで 

１１ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２３年７月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１２ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１３ 入札保

証金 

免除します。 

１４ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年７月１５日（金）午前１０時３０分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１５ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 
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１６ 落札者

の決定 

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。 

１７ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１８ 最低制

限価格 

設定しません。 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６５６５６５６５号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月２９日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克     

１ 業務名 消防設備定期点検業務（市内３中学校・市内７幼稚園・市内８公立保育所） 

２ 業務場所 大和高田市 大中東町 他１７ 地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２４年３月３０日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿、又は大和高田市建物管理等

に係る役務の提供競争入札参加資格者名簿（建物管理業務）に登録されている者

であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）次のいずれかの資格を有する者であること。 

  ア）「消防設備点検資格者の第１種」及び「第２種」の資格を有する者 

  イ）「消防設備点検資格者の第１種」、「第４類及び５類の消防設備士甲種又は

乙種」及び「消防設備士乙種第７類」の資格を有する者 

  ウ）「消防設備点検有資格者の第２種」、「第１類の消防設備士甲種又は乙種」

及び「消防設備士乙種第６類」の資格を有する者 

  エ）「第１類、第４類及び第５類の消防設備士甲種又は乙種」及び「第６類、

第７類の消防設備士乙種」の資格を有する者 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。 
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（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）入札参加資格要件 ５（３）に定める有資格者であることを証する写しを申

請書と同時に提出してください。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間   平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月４日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２３年７月５日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。 

（１）閲覧等の期間  平成２３年６月２９日（水）から平成２３年７月８日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所  大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

９ 前回の報

告書の閲覧 

 前回の報告書の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の日    平成２３年７月７日（木） 

（２）閲覧の時間   午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時ま

でを除きます。また受付は３時３０分までとします。 

（３）閲覧等の場所  大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 教育委員会事務局教育総務課（本庁舎南 

隣２階） 

１０ 入札説

明書（仕様

書）につい

て の質疑

応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年７月８日（金）から平成２３年７月１１日（月）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年７月１２日（火）午後５時まで 

１１ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２３年７月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１２ 入札書  入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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への記載 かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１３ 入札保

証金 

免除します。 

１４ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年７月１５日（金）午前１０時４０分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１５ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１６ 落札者

の決定 

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。 

１７ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１８ 最低制

限価格 

設定しません。 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６６６６６６６６号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年６月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 天満保育所耐震改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 吉井 地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２３年１２月２８日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の建築工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２２・２３年度大和高田市格付け等級がＡであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 
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（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２３年６月３０日（木）から平成２３年７月４日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２３年７月５日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間  平成２３年６月３０日（木）から平成２３年７月４日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所  大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年６月３０日（木）から平成２３年７月７日（木）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後４時まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２３年７月８日（金）午後５時まで 

回答は、質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２３年７月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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への記載 かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平成

１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する

金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規

定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年７月１５日（金）午前９時００分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において最低の価格をもって入札を

行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１９，８１０，０００円 （消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６７６７６７６７号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

  平成２３年７月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 平成２３年度給配水管漏水調査業務委託 

２ 履行場所 市内全域 

３ 履行期間 契約締結日から平成２４年３月３０日まで 

４ 履行内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

次に掲げるすべての要件を満たしていること。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けていない者であること。 

（３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（４）平成２３年度本市競争入札参加資格者名簿に登録していること。 
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（５）過去３年度（平成２０年４月１日から平成２３年３月３１日まで）に区市町

村の上水道施設の漏水調査業務で１件あたりの受託金額が１千万円以上の業務

の履行実績を有する者であること。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

本件競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）しています。 

（２）上記「５ 入札参加資格要件」の（５）についてはこの要件を満たす業務の

契約書の写しを、提出してください。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間    平成２３年７月１日（金）から平成２３年７月７日（木）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所    大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２３年７月８日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送す

る。 

８ 入札説明

書（仕様書）

等の配布 

入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間   平成２３年７月１日（金）から平成２３年７月７日（木）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 

（４）費用の負担   配布に係る費用は、頂きません。 

９ 入札説明

書（仕様書）

につての質

疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑は、ＦＡＸにより次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２３年７月１日（金）から平成２３年７月１３日（水）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答方法及び期日 

回答は、質問者にのみＦＡＸにより随時行うものとし、平成２３年７月１４

日（火）午後５時までに完了するものとする。 

１０ 入札書

の 提 出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２３年７月１９日（火）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留または特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 
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１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２３年７月２０日（水）午前１１時００分から 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者

とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限価格 

設定しません。 

１８ 開札結

果等 の 公

表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧に供

するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第６８６８６８６８号号号号    

大和高田市自動車臨時運行許可に関する取扱規則（昭和５７年規則第２１号）の規定により、次の

自動車臨時運行許可番号標を無効としたので公告します。 

  平成２３年７月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

○ 臨時運行許可番号標番号 

３３－６９ 

 

 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１２１２１２１２号号号号    

大和高田市教育委員会７月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２３年６月２９日 

                             大和高田市教育委員会 

                                委員長 村 井 善 治     

記 

 日 時  平成２３年７月５日（火）午後２時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会    
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 議 案  第１号 平成２３・２４年度大和高田市スポーツ振興審議会委員委嘱（案）について 

第２号 後援願いについて 

第３号 その他 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１３１３１３１３号号号号    

 大和高田市文化会館施設使用料等の歳入の徴収を委託しましたので、大和高田市会計規則第１７条

の３第１項の規定により告示します。 

  平成２３年７月１日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 村 井 善 治   

１ 受託者の住所及び氏名 

  橿原市醍醐町２９６番地の１ 

  アスカ美装株式会社 

  代表取締役 森脇信之 

２ 委託した事務の範囲 

  大和高田市文化会館における以下の料金徴収事務 

  （１）大和高田市文化会館施設利用料 

  （２）大和高田市文化会館附属設備使用料 

  （３）大和高田市文化会館入場料 

  （４）複写機使用料 

  （５）大和高田市文化会館友の会年会費 

３ 委託した期間 

  平成２３年７月１日から平成２６年６月３０日まで 

 

 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第７２７２７２７２号号号号    

 平成２３年６月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２３年６月２日 

大和高田市選挙管理委員会 

 委員長 西 清 一   

   ３分の１の数１９，１９６人 

   ６分の１の数 ９，５９８人 

  ５０分の１の数 １，１５２人 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第７３７３７３７３号号号号    

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２３年６月１５日 

大和高田市選挙管理委員会 

 委員長 西 清 一   

記 

１ 日 時  平成２３年６月２０日（月）午前９時００分 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地の１ 

       大和高田市役所 ３階 東会議室 

選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会    
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３ 議 案  第１号 大和高田市農業委員会委員一般選挙について 

第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第７４７４７４７４号号号号    

 農業委員会等に関する法律施行令（昭和２６年政令第７８号）第６条において準用する公職選挙法

施行令（昭和２５年政令８９号）第２６条第１項の規定による指定投票区及び指定関係投票区を次の

とおり指定する。 

  平成２３年６月２０日 

                               大和高田市選挙管理委員会 

                                  委員長 西 清 一   

指定投票区 指 定 関 係 投 票 区  

第１投票区 第２投票区、第３投票区、第４投票区 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第７５７５７５７５号号号号    

 平成２３年４月２４日執行の大和高田市議会議員選挙における各候補者から提出のあった選挙運動

に関する収入及び支出の要旨を公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規定に

より次のとおり公表します。 

  平成２３年６月２０日 

大和高田市選挙管理委員会   

 委員長 西 清 一   
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選挙管理委員会公告第選挙管理委員会公告第選挙管理委員会公告第選挙管理委員会公告第１１１１号号号号    

平成２３年７月１０日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙の立候補届出の受理等は次の要

領により行うものとする。 

平成２３年６月３日 

          大和高田市選挙管理委員会   

            委員長 西 清 一   

１ 届出に必要な書類 

候補者届出又は推薦届 

（１） 宣誓書 

（２） 所属政党（政治団体）証明書（政党に所属する場合に限る。） 

（３） 戸籍謄本又は抄本 

（４） 候補者推薦届出承諾書（推薦届出の場合に限る。） 

（５） 選挙人名簿登録証明書（推薦届出の場合に限る。） 

２ 届出の受付場所 

  選挙告示日（平成２３年７月３日） 

   大和高田市役所 ４階 合同委員会室 午前８時３０分から午後５時まで 

３ 届出の受付順位 

（１） 選挙告示日の午前８時３０分に立候補受付場所前に現在する届出人について「くじ」に

より受付順位を決定する。 

（２） 選挙告示日の午前８時３０分以後受付場所に到着した届出人については、前記「くじ」

により受付順位を決定した届出人の後とし、その順位は到着順とする。 

（３） 立候補届出受付の際、届出書類の不備等によりその場所で直ちに補正できないもの及び

受付到来の際、受付場所前に現在しない者の受付順位は受付場所前に現在するすべての届出人

の後とする。 

    （この場合の（１）及び（２）の順位は当然失効とする。） 

４ 届出人の受付場所への入室 

 届出の受付場所に入室できる者は、各候補者につき２名以内とする。 

 

 

 

農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第７７７７号号号号    

 大和高田市農業委員会７月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２３年６月２７日 

大和高田市農業委員会 

会長 水 井 豊   

日 時  平成２３年７月１日（金）午後３時３０分 

場 所  大和高田市役所 ３階 東会議室 

  議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件（委員会許可） 

       第２号 農地法第４条規定による申請の件 

       第３号 農地法第３条第２項第５号による下限面積（別段面積）の設定について 

       第４号 その他 

 

農業委員会農業委員会農業委員会農業委員会    


